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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第３四半期
累計期間

第65期
第３四半期
累計期間

第64期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 2,763,973 2,882,845 3,721,762

経常利益 (千円) 48,550 82,195 43,907

四半期(当期)純利益 (千円) 97,527 76,113 91,171

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 2,531,828 2,531,828 2,531,828

発行済株式総数 (株) 23,380,012 23,380,012 23,380,012

純資産額 (千円) 2,025,799 2,086,655 2,006,594

総資産額 (千円) 4,222,149 4,636,579 4,309,406

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 4.20 3.28 3.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 48.0 45.0 46.6
 

 

回次
第64期

第３四半期
会計期間

第65期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益
金額

(円) 3.47 1.55
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので「連結経営指標等」については記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　当社は持分法を適用する関連会社がないので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあり

ません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間（平成26年4月１日～平成26年12月31日）におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀

の金融緩和政策等を背景に円安・株高基調が続き、総じて緩やかな回復基調で推移しておりますが、消費増税の影

響の長期化に加え、FRBの量的緩和政策の終了決定にともなう急激な円安により、輸入原材料等のコスト高による

企業や家計の負担が増しており、また、米国を除く海外経済の鈍化が鮮明になる等、景気の先行きに一層不透明感

が増しております。

このような環境下、当社は安定した収益確保のため、拡販に努めるとともに、材料歩留・生産性改善、購入価格

低減、固定費削減等の原価低減活動に注力してまいりました。

　この結果、売上高は2,882百万円（前年同四半期　2,763百万円に対し4.3％増）となりました。

　損益面は、円安による材料価格の上昇はありましたが、営業利益は66百万円（前年同四半期　38百万円）、経常

利益は為替差益等により82百万円（前年同四半期　48百万円）、四半期純利益は76百万円（前年同四半期　97百万

円）となりました。

　セグメント区分別の状況は、次のとおりであります。

（電気・電子）

　タングステン・モリブデン製品は、タングステン線条製品やレンジ用モリブデン製品の減少に対し、モリブデン

加工品やモリブデン板・板加工品等の拡販でカバーしましたが、売上高1,235百万円（前年同四半期　1,242百万

円）となりました。

　合金及び電気・電子部品は、交換需要等にともなう光通信用タングステン合金等の増加により、売上高は350百

万円（前年同四半期　295百万円）となりました。

　その他の製品の売上高は986百万円（前年同四半期　907百万円）となりました。

　この結果、電気・電子合計の売上高は2,572百万円（前年同四半期　2,446百万円）、営業利益は50百万円（前年

同四半期　27百万円）となりました。

（超硬合金）

　超硬合金は、震災復興事業の遅れもありましたが、10月以降の回復により、売上高は310百万円（前年同四半

期　317百万円）、営業利益は16百万円（前年同四半期　11百万円）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は、2,869百万円（前事業年度末　2,628百万円）となり、240

百万円増加しました。

　主な要因は、現金及び預金217百万円の減少、受取手形及び売掛金340百万円の増加、たな卸資産116百万円の増

加等であります。

（固定資産）

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は、1,767百万円（前事業年度末　1,681百万円）となり、86百

万円増加しました。

　主な要因は、有形固定資産25百万円の増加、投資その他の資産65百万円の増加等であります。
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（流動負債）

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は、1,707百万円（前事業年度末　1,777百万円）となり、69百

万円減少しました。

　主な要因は、支払手形及び買掛金76百万円の増加、短期借入金185百万円の減少等であります。

（固定負債）

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は、842百万円（前事業年度末　525百万円）となり、316百万

円増加しました。

　主な要因は、長期借入金229百万円の増加、退職給付引当金56百万円の増加等であります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、2,086百万円（前事業年度末　2,006百万円）となり、80百万

円増加しました。

　主な要因は、退職給付に関する会計基準等の改正に伴う利益剰余金50百万円の減少、四半期純利益76百万円の計

上、その他有価証券評価差額金54百万円の増加等であります。　

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は42百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,380,012 23,380,012
東京証券取引所
 (市場第二部)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 23,380,012 23,380,012 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

(千株) (千株) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 23,380 ― 2,531,828 ― ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成26年９月30日の株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 180,000
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,021,000 23,021
同上

単元未満株式
 

普通株式 179,012
 

― 同上

発行済株式総数 23,380,012 ― ―

総株主の議決権 ― 23,021 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,000株(議決権３個)含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

東邦金属株式会社
大阪市中央区備後町二丁目
４番９号

180,000 ― 180,000 0.77

計 ― 180,000 ― 180,000 0.77
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 595,364 378,279

  受取手形及び売掛金 1,063,052 ※1  1,403,430

  商品及び製品 105,700 100,530

  仕掛品 583,277 650,054

  原材料及び貯蔵品 258,864 313,690

  その他 31,530 35,238

  貸倒引当金 △9,499 △11,940

  流動資産合計 2,628,291 2,869,284

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 782,785 782,785

   その他（純額） 340,897 365,908

   有形固定資産合計 1,123,682 1,148,694

  無形固定資産 20,555 16,278

  投資その他の資産   

   投資有価証券 392,483 467,561

   その他 156,426 146,815

   貸倒引当金 △12,033 △12,055

   投資その他の資産合計 536,876 602,321

  固定資産合計 1,681,115 1,767,294

 資産合計 4,309,406 4,636,579

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 411,272 ※1  487,535

  短期借入金 1,151,592 966,052

  未払法人税等 13,513 9,818

  賞与引当金 47,933 36,269

  その他 152,734 207,960

  流動負債合計 1,777,045 1,707,635

 固定負債   

  長期借入金 131,108 360,754

  退職給付引当金 216,664 273,441

  役員退職慰労引当金 46,365 47,190

  その他 131,630 160,903

  固定負債合計 525,767 842,288

 負債合計 2,302,812 2,549,923
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,531,828 2,531,828

  資本剰余金 237,794 237,794

  利益剰余金 △903,146 △877,090

  自己株式 △25,659 △26,180

  株主資本合計 1,840,817 1,866,351

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 165,777 220,303

  評価・換算差額等合計 165,777 220,303

 純資産合計 2,006,594 2,086,655

負債純資産合計 4,309,406 4,636,579
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 2,763,973 2,882,845

売上原価 2,364,032 2,428,418

売上総利益 399,940 454,427

販売費及び一般管理費   

 従業員給料及び手当 128,480 151,395

 賞与引当金繰入額 8,808 8,734

 役員退職慰労引当金繰入額 8,825 8,025

 退職給付費用 15,314 14,710

 減価償却費 14,765 14,462

 貸倒引当金繰入額 2,463 3,106

 その他の一般管理費 182,804 186,994

 販売費及び一般管理費合計 361,460 387,428

営業利益 38,479 66,998

営業外収益   

 受取利息及び配当金 11,693 11,937

 為替差益 7,842 11,919

 受取保険金 - 9,154

 その他 8,237 4,768

 営業外収益合計 27,773 37,780

営業外費用   

 支払利息 16,175 15,615

 その他 1,526 6,967

 営業外費用合計 17,702 22,583

経常利益 48,550 82,195

特別利益   

 固定資産売却益 - 1,093

 投資有価証券売却益 54,162 -

 特別利益合計 54,162 1,093

税引前四半期純利益 102,713 83,289

法人税、住民税及び事業税 5,405 7,353

法人税等調整額 △219 △178

法人税等合計 5,185 7,175

四半期純利益 97,527 76,113
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更しております。割引率の決定方法についても、従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金

額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第３四半期累計期間の期首の退職給付引当金が50,058千円増加し、利益剰余金が50,058千円減少

しております。なお、当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。な

お、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計

期間末残高から除かれております。

 

前事業年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ― 千円 14,227千円

支払手形 ― 千円 24,529千円

設備関係支払手形 ― 千円 529千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 　　　 60,272千円 　　　   64,779千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

　もの

　　　該当事項はありません。
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当第３四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

　もの

　　　該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント 調整額
四半期損益
計算書計上額

電気・電子 超硬合金 計 （注）１ （注）２

売上高      

  外部顧客への売上高 2,446,006 317,966 2,763,973 ― 2,763,973

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― 1,327 1,327 △1,327 ―

計 2,446,006 319,293 2,765,300 △1,327 2,763,973

セグメント利益 27,032 11,447 38,479 ― 38,479
 

(注) １　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

　　 ２　セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益であります。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント 調整額
四半期損益
計算書計上額

電気・電子 超硬合金 計 （注）１ （注）２

売上高      

  外部顧客への売上高 2,572,187 310,657 2,882,845 ― 2,882,845

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― 871 871 △871 ―

計 2,572,187 311,529 2,883,716 △871 2,882,845

セグメント利益 50,172 16,826 66,998 ― 66,998
 

(注) １　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

　　 ２　セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 4.20 3.28

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額(千円) 97,527 76,113

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 97,527 76,113

　普通株式の期中平均株式数(株) 23,207,023 23,200,807
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

東邦金属株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　石　田　博　信　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　上　田　美　穂　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦金属株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第65期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26

年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東邦金属株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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